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１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生徒の実情に応じた学び直しによ
る基礎学力の定着を確かなものと
するとともに、ICT活用、アクティ
ブラーニング、ユニバーサルデザイ
ン化等を推進することで学力向上
を図る。 

○教職員が、１人１台の端末を有効に活用した
指導を行い、生徒個々の興味・関心を高め 

 て、学力向上を図る。 
 

教務課 
 
 
 
 
 

・現在、端末が生徒の人数分の配備
がされていない。生徒１人１台に
行きわたるようにハードウェア
の整備が急務である。 
また、端末を利用する際のガイド
ラインの策定を進める必要があ
る。 

【成果指標】 
・生徒用端末を授業で活用したこ
とのある教員数が増加してい
る。 

○生徒用端末を授業で活用したことのある教職員数が前年比
で 

Ａ １２０％以上である。 
Ｂ １１０％以上１２０％未満である。 
Ｃ １００％以上１１０％未満である。 
Ｄ １００％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○５月、２月に
調査 

○教職員が、学習習慣を定着させる指導及び、
授業の出席を促す指導を徹底し、生徒の授業
に取り組む意識を向上させる。 

 
 

生徒指導課 
 
 
 
 

・近年、無断早退や授業遅刻を繰り
返す生徒や授業の出席条件を満た
さない生徒が微増している。授業
への出席を促し、ルールを遵守さ
せる指導が必要である。 

【成果指標】 
・授業の出席を促す指導の対象生
徒数が減少している。 

○授業出席を促す指導の対象生徒数が 
Ａ １０名以下である。 
Ｂ １１名以上２５名以下である。 
Ｃ ２６名以上３５名以下である。 
Ｄ ３６名以上である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 

○２月末に集
 計 
 
 
 

 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

卒業までを見通したキャリア教育
に組織的に取り組み、生徒の希望進
路を実現する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○卒業生全員の進路実現のため、「産業社会と
人間」「総合的な探究の時間」「ＬＨ」等の
授業の中で、コミュニケーション能力、思考
力・判断力の育成を図る。 

 

進路課 
学年 
 
 
 

・進学または就職希望者の進路内定 
率は、令和元年度は94%、２年度
は85%、３年度は89%と推移してい
る。 

【成果指標】 
・年度末には全卒業生の進路先が
内定している。 

 
 

○年度末における全卒業生の進路内定率が 
Ａ ９５％以上である。 
Ｂ ８５％以上９５％未満である。 
Ｃ ８０％以上８５％未満である。 
Ｄ ８０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 

○３月に調査 
 
 
 
 

○生徒が、進路の目標をできるだけ早い時期に
設定できるようにキャリア教育を進め、望ま
しい職業観と社会性の育成を図る。 

○年度末に卒業予定の生徒が、遅くとも６月に
は進路目標を持てるように指導する。また、
６月に進路目標を持てなかった生徒には継続
的に指導する。 

進路課 
学年 
 
 
 
 

・現在、85％近くの生徒が、進学ま
たは就職の希望を持っているが、
例年、卒業年度になっても具体的
な目標が定まらない生徒や、体調
不良等のため進路が決定しない
まま卒業する生徒が存在する。 

【成果指標】 
・年度末に卒業予定の生徒が、進
路目標を持っている。 

○年度末に卒業予定の生徒で、進路目標を持つものの割合が 
Ａ ９０％以上である。 
Ｂ ７５％以上９０％未満である。 
Ｃ ７０％以上７５％未満である。 
Ｄ ７０％未満である。 
 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○６月、１１月
 に調査 
 
 
 
 

 
３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

規範意識の育成、教育支援の充実、
外部機関との連携により安心安全
な学校づくりを推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○教職員は、広報活動をより充実させ、保護者
や地域に開かれた学校づくりを推進する。こ
れにより、保護者に学校の様子を把握しても
らう。 

 
 
 

総務課 
 
 
 
 
 

・令和３年度は、保護者懇談会の実
施期間のみならず、随時、保護者
と担任との懇談を行った。学校メ
ールや電話連絡等の手段も含め、
より一層、保護者からの要望集約
や保護者との密な連絡調整が必要
になってきている。 

【成果指標】 
・保護者が学年別保護者説明会、
保護者懇談会に少なくとも１
回は出席している。 

○学年別保護者説明会、保護者懇談会に１回は参加した保護
者の割合が 

Ａ ８５％以上である。 
Ｂ ７５％以上８５％未満である。 
Ｃ ６５％以上７５％未満である。 
Ｄ ６５％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○６月、９月、
 １２月に調
 査 
 
 
 

○教職員は、「どの生徒も、いじめの被害者に
も加害者にもなりうる」という基本認識を十
分にふまえた指導を行う。本校の「いじめ防
止基本方針」に基づく取組みを堅実に実施す
ることで、いじめの発生を防ぐ。 

 

生徒指導課 
 
 
 
 

・令和３年度は、アンケート実施に
よって３件、保護者からの相談に
よって３件のいじめを認知した。
個別での面談や集会等を通じて、
いじめの防止、早期発見に努める
必要がある。 

【成果指標】 
・いじめが発生しない。 
 
 
 

○いじめの発生件数が 
Ａ 重大事案が０件かつ認知件数が０件である。 
Ｂ 重大事案が０件かつ認知件数が５件以下である。 
Ｃ 重大事案が０件かつ認知件数が６件以上１０件以下であ
  る。 
Ｄ 重大事案が１件以上または認知件数が１１件以上である 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○９月末、１月
 末に集計 
 
 
 
 

○健康診断や個別の指導を通じて、生徒の歯・
口の健康づくりに重点的に取り組む。 

 

保健課 
 
 
 
 

・令和３年度は、歯科検診後に62.1
％の生徒が受診勧告を受けたが、
受診した生徒は23％であった。受
診率の向上に向け、個別の指導を
充実させる必要がある。 

【成果指標】 
・歯科検診で受診勧告された生徒
が受診している。 

 

○歯科検診後に受診勧告された生徒のうち、受診した生徒が 
Ａ ４０％以上である。 
Ｂ ３０％以上４０％未満である。 
Ｃ ２０％以上３０％未満である。 
Ｄ ２０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組により再
検討 
 

○２月に集計 
 
 
 

○効果的な支援を実践するために、学年会、養
 護教諭、外部機関等との連携による組織的支
 援体制を整備し、対象生徒を適時に支援す 
 る。 
 
  
 

保健課 
相談室 
 
 
 
 

・令和３年度は、個別の教育支援計
画作成会後の調査で、目標を立て
ることが「できる」と回答した教
職員は38%であった。具体的な目
標を立てるための研修会が必要で
ある。 

【努力指標】 
・教職員が個別の教育支援計画を
作成することができる。 

○個別の教育支援計画について、生徒に合った具体的な目標
を立てることができると自己評価した教職員の割合が、 

Ａ ５０％以上である。 
Ｂ ４０％以上５０％未満である。 
Ｃ ３０％以上４０％未満である。 
Ｄ ３０％未満である。 

Ｃ、Ｄの場合、 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○７月、１月に
 調査 
 
 
 
 

 
４ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

スポーツ活動や文化活動、ボランテ
ィア活動等をとおして自主・自律・
助け合いの精神を備えた活力ある
生徒を育成する。 
 
 
 
 
 
 
 

○部活動の一斉活動日を通じて、生徒に活動内
容を具体的に伝え、積極的な参加を呼びかけ
る。  

 
 
 

生徒会課 
 
 
 
 

・令和３年度は、一昨年度より部活
動加入率が9.6％増加したが、部活
動離れが顕著である。 

・様々な制限が徐々に緩和されてい
るが、部活動紹介、一斉活動日、
見学・体験などを工夫して行うこ
とが必要である。 

【成果指標】 
・生徒が部活動に加入している。 
 
 

○部活動に加入している生徒の割合が 
Ａ ４５％以上である。 
Ｂ ３５％以上４５％未満である。 
Ｃ ３０％以上３５％未満である。 
Ｄ ３０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 

○５月、１０月
 に集計 
 
 
 

○教職員が生徒に、生徒会活動や学校行事等に
ついて、分かりやすく説明し、興味・関心を
持たせ、主体的な参加を促す。 

 
 
 

生徒会課 
 
 
 
 

・体育祭などの学校行事に参加しな
い生徒がいる。 

・文化祭では、映像・デジタルサイ
ネージの発表を発展させる。教職
員が、生徒会の生徒とともに、で
きる事を探りながら実施する必要
がある。 

【満足度指標】 
・生徒が、生徒会活動や学校行事
に満足している。 

 

○生徒会活動・学校行事に対する生徒の満足度が 
Ａ ８０％以上である。 
Ｂ ７０％以上８０％未満である。 
Ｃ ６０％以上７０％未満である。 
Ｄ ６０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 

○１０月、１２ 
 月に調査 
 
 
 

 
５ 
 
 

発達障害による困難さを抱える生
徒を対象に、通級指導などによる自
立活動を通して、自尊感情を高める
とともに、障害の改善または克服を
目指す。 
 

○通級指導を担当する教職員や外部講師等から
自立活動の指導法や支援について学ぶ。これ
を生かし、発達障害のある生徒が学習上・生
活上の困難さを改善克服できるよう取り組 
む。 

 

通級指導推
進 
 

・令和３年度は、教職員の通級指導
に対する認知が進んだ。生徒の実
態に照らし、組織的に相談や工夫
をしながら、情報交換し、支援の
あり方を組織的に探る場面が増加
した。 

【成果指標】 
・教職員が、発達障害のある生徒
への具体的な支援の場面をも
つことができている。 

○発達障害のある生徒への具体的な支援の場面をもつことが
できたとする教職員の割合が 

Ａ ８５％以上である。 
Ｂ ７５％以上８５％未満である。 
Ｃ ６０％以上７５％未満である。 
Ｄ ６０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○７月、１月に
 調査 
 
 

 
６ 
 
 
 

効率的かつ効果的な職務遂行のた
め、組織的な業務改善に努める。 
 
 
 

○教材を共有したり、ＩＣＴ機器を用いたりす
るなどして、業務改善を推進する。 

○定時退庁日の提示等により、勤務時間を意識
 した働き方を浸透させる。職場環境の改善を
 行う。 
 

教頭 
 
 
 
 

・令和３年度は、教職員の業務改善
や効率的な働き方に対する意識が
向上した。GIGAスクール構想の推
進を踏まえ、ＩＣＴ機器を活用し
てアンケート調査を行うなど、更
なる業務の効率化が求められる。 

【努力指標】 
・教職員が、ＩＣＴ機器当等を用
いて、業務改善につながる工夫
をしている。 

 

○ＩＣＴ機器等を用いて、業務改善につながる工夫をするこ
とができたと自己評価した教職員が、 

Ａ ７０％以上である。 
Ｂ ６０％以上７０％未満である。 
Ｃ ５０％以上６０％未満である。 
Ｄ ５０％未満である。 

Ｃ・Ｄの場合 
原因を分析し、
取組を再検討 
 
 
 

○９月、１月に
 調査 
 
 
 
 



 


